
ちばの里山里海サブグローバル評価最終報告書：105-123, 2011

105

自給自足の暮らしが営まれていた頃，耕作地
での収穫量は里山の住民にとって死活問題で
あった．資源利用や生活空間が人間と重なる野
生鳥獣は，農業被害を引き起こす害獣害鳥とみ
なされ，猪垣を作ったり，農地の見張りをした
りして，鳥獣を里山の耕作地に入らせないよう
に，多大な労力をかけた防止策を継続的に行っ
てきた．その結果，野生鳥獣と人間との間に
は，意識的に明確な境界が作り出されることに
なった（室山 , 2008）．明治時代以降になると，
銃の性能がよくなり，さらに狩猟が自由化され
たことに伴って，野生鳥獣に対する狩猟圧が高
まった．集落周辺の里山では狩猟圧が高まり，
野生鳥獣は奥山へと追いやられていった．この
時期，ニホンオオカミなど，多くの野生鳥獣が
絶滅したり，個体数を激減させたと考えられて
いる．こうした野生鳥獣の減少を受け，人と野
生鳥獣との関係は希薄になっていった．戦後に
なり，都市化が進み，農林業の衰退，過疎化や
高齢化，日本人の生活の欧米化など，里山を取
り巻く状況は大きく変化してきた．その中で，
さらに個体数を減らした野生鳥獣もいるが，個
体数を増やした種もみられ，結果として農林業
被害の増加など，様々な課題が生じている．戦
後に大きく変動した野生鳥獣と人間社会がどの
ように関係すべきなのか，新しい人と野生鳥獣
とのかかわり方を見つけられずにいることが，
こうした課題を生み出す原因となっている．

人間活動の活発化に伴って，地球レベルでの
環境問題が取りざたされるようになり，将来世
代の利益を損なうことのない持続可能な社会づ

くりが急務となっている．持続可能な社会を作
り上げていくためには，地域の生物多様性を保
全することによって生態系サービスを改善し，
地域内から得られる再生可能な資源への依存度
を高めていく必要がある．野生鳥獣は地域の生
態系の構成要素であり，生態系サービスとも深
く関わっている．野生鳥獣の肉や毛皮などは，
鳥獣がもたらす生態系サービスのわかりやすい
事例だが，それだけではない．農林業被害のよ
うに，生態系サービスを低下させる要因ともな
る．また，野生鳥獣の個体数変動によって生態
系が変化し，それによって土壌や水質に関する
生態系サービスが変化することもあるだろう．
持続可能な社会づくりが必要とされる現在，新
しい人と野生鳥獣とのかかわり方を模索するう
えで，野生鳥獣に関わる生態系サービスという
観点に注目することは非常に重要である．

そこで，ここでは，野生鳥獣に関わる生態系
サービスの定量的・定性的な変化と，その要因，
これまでの対応を整理し，野生鳥獣と人間との
かかわりの観点から見た今後の里山のあるべき
姿について論じる．

本稿では，文献調査により，主に 1950 年代
から 2000 年代にかけての期間を対象に，以下
の項目について情報を収集・整理した．
○ 千葉県の野生鳥獣（特に哺乳類）の増減
○ 野生鳥獣にかかわる生態系サービスの増減
○ 生態系サービスを変化させる要因
○ 生態系サービスの劣化に対してこれまで行

われてきた対応

　第３章４節

１．はじめに
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千葉県は高い山が無いことに加え，平坦な場
所が多く，多くの土地が農地として開墾されて
きたため，森林率は 31.3％と全国平均の半分
にも達しない低さである．そのため，山地性，
森林性の鳥獣はもともと少ない．

その中で戦後，多くの鳥獣が減少している．
その一因は生息地の縮小・分断化である．カヤ
ネズミは，生息環境である河川敷や休耕地の高
茎草地が宅地開発などによって破壊され，現
在，都市近郊地域を中心に減少しているとさ
れる（五十嵐 , 1999）．ニホンリスは，マツ枯
れや森林の減少・分断化の影響により，北総
の都市化進行地域などで減少している（図 1；
浅田 , 1997；矢竹ほか , 2005）．これらの種
は，より市街化の進んだ都市域ではすでに絶滅
したか，絶滅寸前の状態である（鎌ケ谷市教
育委員会・鎌ケ谷市史編さん事業団自然部会 , 
2000，仲真 , 2004）．都市域では，さらにイ
タチやノウサギも減少している（矢竹・高橋 ,  
1987；浅田 , 1997；鎌ケ谷市教育委員会・鎌
ケ谷市史編さん事業団自然部会 , 2000；仲真 , 
2004）．これは，ノウサギの生息場所である草
地や森林，イタチの生息場所となる河川や谷津
の水辺植生が開発によって縮小したこと，水田
の圃場整備などによる河川改修や農薬の使用に
よりイタチの餌生物が減少したことなどが原因
と考えられている．

明治から戦後の早い時期にかけて，狩猟が原
因となって減少した種もいる．明治時代に銃が
自由化したとともに，性能が向上し，多くの野
生鳥獣が個体数を減らした．明治年間は北総地
域にも生息していた（鈴木 , 1979）カワウソ
は毛皮を目的とした狩猟捕獲によって著しく減
少し，1947 年以降確認されていない（成田 , 
1993）．イノシシも狩猟捕獲によって個体数を
減少させ，1973 年から 1985 年まで捕獲記録
が無いことから，県内から一度絶滅した可能性

が高い（浅田ほか , 2001）．さらに，この時期
(1952 ～ 1968 年 ) に養豚業に発生した豚コレ
ラの罹患が絶滅への拍車をかけたと考えられて
いる（浅田ほか , 2001）．トキは，田畑の害鳥
として，あるいは羽を利用するために捕獲され，
明治時代以降から大きく数を減らし，1948 年
と 1953 年の飛来記録（三島 , 1957）以降，
確認されていない．コウノトリについては，現
在でも，冬に大陸から飛来した個体が留まるこ
とがあるが（千葉県 , 1976; 中村，2005)，繁
殖は確認されていない．手賀沼などの水域では，
カモ類などの水鳥が狩猟によって個体数を大き
く減少させている（岡 , 1988）．

こうした野生鳥獣を減少させる一因は，宅地
開発や圃場整備，道路やダムの設置による生息
地の縮小・分断化および質的劣化である．河川
敷や茅場の草地はイタチ，カヤネズミ等の生息
環境であり，マツ林や落葉広葉樹林は，ニホン
リス（田村 , 1998），ノウサギ等の生息環境で
あり，森林や草地の減少・分断化は，これらの
種の減少に直結している．

２．野生鳥獣に関わる現状と課題

１）鳥獣の生息状況の変遷

（１）減少種

図１ 千葉県におけるニホンリスの生息地点．

● ： 生息確認地点， ○ ： 過去における生

息地で， 2001 ～ 2002 年に確認できなかっ

た地点を示す． （矢竹ほか , 2005 より）
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および 2005 年以降は狩猟が限定的に解禁さ
れ，2008 年度には 1,725 頭が捕獲されている．
ニホンザルおよびニホンジカの個体数が増加し
た原因としては，個体数管理が効果的に実施さ
れていないことと，林縁や耕作放棄地の下草や
未収穫果実や余剰作物の遺棄などの農村環境管
理が行われていないことなどが挙げられる．

近年 1980 年代頃から，都市域を中心に増
えている哺乳類もいる．タヌキはその代表で，
鎌ヶ谷市（鎌ケ谷市教育委員会・鎌ケ谷市史編
さん事業団自然部会 , 2000），市川市（仲真 , 
2004）などで市街地を中心に増えているとさ
れている．これは，自然状態下でのタヌキの生
息環境が良くなったわけではなく，残飯やペッ
トフードなど，都市特有の環境にタヌキが適応
した結果と考えられる．また，県内（とくに
県北西部）でタヌキのセンコウヒゼンダニに
よる疥癬が発生しており，今後さらに広域に
流行する可能性も指摘されている（落合ほか , 
2003）．

ニホンザルは，千葉県では古来より生息し
ていたが，分布が限られて，個体数も少な
く，1923 年に行われたアンケート調査（岩
野 , 1974）によると，現在の君津市と大多喜
町の一部に限られていた．1950 年ごろまで
は「高宕山のサル生息地」が天然記念物に指定

（1956 年）されるなど，貴重な野生生物とし
て扱われていた．しかしその後，推定生息頭数
は，1950 年代の約 500 頭から，1996 年には
約 5,700 頭に大きく増加し，現在約 4,000 頭
前後で推移している（図 2；千葉県 , 2008a）．

ニホンジカは古来より関東平野に広く分布
していたことが，縄文遺跡からの出土（小宮 , 
1985）や，江戸時代の鹿狩りの史料（千葉県
文書館 , 1994）などからうかがえる．しかし，
北総地域では江戸時代に，房総丘陵では戦中
から戦後にかけて個体数が減少し，1961 年
には捕獲禁止措置を行うほどとなった．その
後，1980 年代からは個体数が増加し，1986
年以降，著しく増加している（図 3；千葉県 , 
2008b；浅田 , 2009a；浅田 , 2011a）．戦後ま
での個体数の減少は過剰な捕獲によるもので
あり，その後の増加は捕獲禁止措置が取られ
たことに加え，1980 年前後にはシカにとって
良い採餌場所となる幼齢造林地（古林 , 1993）
や，高質の餌を多く供給する林縁（Miyashita 
et al.  , 2007），耕作放棄地が多くなり，その
ために繁殖率が高くなった（Miyashita et al. , 
2008）ためと考えられる．また，1986 年か
ら有害鳥獣捕獲による個体数調整が，1991 年

千葉県内での外来獣の確認状況を見ると，
1980 年代にキョン（図 4；五十嵐 , 1999；浅
田ほか , 2000）やハクビシン（落合 , 1998），
1990 年代にはアライグマ（布留川 , 2000；落
合ほか , 2002）やアカゲザル（千葉県環境部
自然保護課・房総のサル管理調査会 , 1996；

（２）増加種（在来種）

（３）増加種（外来種）

図２ ニホンザル生息数の推移

（千葉県 , 2008a より）
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図３ 房総半島におけるニホンジカ個体群の推

定個体数の年推移 （浅田 , 2011a より）
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図３　房総半島におけるニホンジカ個体群の推定個体数の年推移（浅田, 2011a より)
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萩原ほか 2003）の生息が確認され，いずれも
現在，分布域や生息数を増やしている（キョ
ン：浅田 , 2009b；ハクビシン：落合・浅田 , 
2002；アライグマ：浅田・篠原 , 2009；ア
カゲザル：千葉県 , 2009）．また，1980 年代
後半からのイノシシの増加は（図 5），狩猟目
的で放獣されたイノシシあるいはイノブタ個
体に由来すると考えられており（浅田ほか , 
2001），国内外来種である（千葉県外来種対策

（動物）検討委員会・千葉県環境生活部自然保
護課 , 2007）．野外に定着した外来の鳥獣は，
全て人間が持ち込んだものであり，その侵入経
路は，アライグマはペットの放逐，キョンは飼
育施設からの逃避，イノシシは狩猟目的による
放獣である．これらの種が，増加種（在来種）
と同様，個体数管理が効果的に実施されていな
いことに加え，放棄耕作地の増加，未収穫果実・
余剰作物，農地での人の少なさ，などを背景に
して農地に近づき，そこを中心に増加している

（浅田 , 2011b）．
このように千葉県では，生息地の消失や分断

化が進んだ都市域や都市化進行地域を中心に水
辺や二次林に生息する鳥獣が姿を消してきたほ
か，狩猟によって多くの鳥獣が減少した．一
方，シカやサルなど一部の種については，一旦
減少した後に増加してきた．増加している鳥獣
の中には，人間による放逐や飼育下からの逃避
によって定着したイノシシやアライグマ，ハク

野生鳥獣は，食肉や防寒着用の毛皮として
明治時代以降，盛んに利用されていた．戦後，
野生鳥獣の捕獲頭数は，獣類（哺乳類）では
1945 年が最多で，1965 年にかけてやや増加
した後，著しく減少した（図 6）．鳥類につい
ては 1970 年にかけて増加し，その後，獣類同
様，著しく減少した．野生鳥獣には戦前から高
い狩猟圧がかけられており，戦後になっても野
生鳥獣の個体数は非常に低く，イノシシは局所
絶滅に至ったと考えられている．シカやサルな
どは保護の対象となり狩猟対象から外された．
しかし県内の狩猟者人口は伸び続け，1970 年
前後に最大となった．鳥獣の捕獲頭数のピーク
も同時期に重なっている．その後，狩猟者の人
口減少・高齢化とともに，捕獲頭数も並行して
減少しており，狩猟者人口の減少が捕獲頭数に
影響していると考えられる．一方，狩猟者一人
当たりの年間捕獲頭数（有害捕獲は含まない）
は戦後，ほぼ一貫して減少していた．この理由
については，狩猟頻度の減少といった人間側の
要因があげられるが，この時期に野生鳥獣の個
体数が大きく減少したことも一因と推測され
る．

戦後，肉の消費量は急激に増加したが，それ

２）鳥獣に関わる生態系サービスの変遷

（１）供給サービスとしての鳥獣利用

図４ キョン捕獲頭数の推移 （千葉県自然保護

課しらべ）
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図４　キョン捕獲頭数の推移（千葉県自然保護課調べ）

イノシシ捕獲頭数の推移 （浅田ほか , 2001

より）

図５

ビシンなどの外来種も含まれている．
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らは家畜や家禽由来である．野生鳥獣の肉は，
通常の販売ルートでは入手することが難しい．
そのため，野生鳥獣は肉の供給源としてはほと
んど機能しておらず，狩猟者とその周辺の人々

の間でのみ利用されているのが現状である．
近年県内に侵入したイノシシの捕獲個体を有

効利用するため，2006 年大多喜町に都市農村
交流施設として野生獣解体処理施設（食肉加工
場）が開設され，イノシシが処理，精肉され，
販売され始めている（2008 年度実績で 157
頭）．千葉県では，と畜場法では対象とされて
いないイノシシ肉の公的検査を実施し，衛生的
な安全確保をするため「千葉県イノシシ肉に係
る衛生管理ガイドライン」を作成した（千葉県
野生鳥獣対策本部 , 2008）．また，2008 年に
は勝浦市において，民間のイノシシ肉処理加工
施設「ジビエ勝浦」が開業している．

（２）供給サービスへの負の影響（農林業被害）
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図６

サル類による農林業被害の推移 （千葉県農村振興課資料）． 　

アカゲザル， ニホンザル， 両種の交雑個体の被害を含む．
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図７　サル類による農林業額の推移（千葉県農村振興課資料）.

アカゲザル、ニホンザル、両種の交雑個体の被害を含む .

野生鳥獣は，それ自身が資源として人間に利
用されるほか，農林業被害を通して農産や林産
といった他の供給サービスに負の影響を与える
存在でもある．

ニホンザルによる被害は，高宕山において
1955 年より餌付けが開始され，餌付け成功後
まもなく，高宕山周辺で発生しており，1965
年に農林作物保護のための鳥獣捕獲許可が下
りている（天然記念物「高宕山のサル生息地」
のサルによる被害防止事業調査団 , 1985）．
1990 年代前半での被害面積約 230ha，被害金
額約 1 億円をピークに減少し，2009 年にはそ
れぞれ 29ha，2,522 万円まで減少している（図
7；千葉県 , 2008）．
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サルの被害が増えたのは，過疎化と高齢化，
第一次産業の衰退によって農地から人の姿が少
なくなったこと，さらにはそれによって未収穫
のカキなどの果実や，商品とならない農作物の
遺棄などで集落からの良質な食物供給が増えた
こと，耕作放棄地が増えて森と耕作地の間に隠
れ場所となる場所が増えたことなどが挙げられ
る．また，サルは落葉広葉樹林の選択性が高く，
スギ・ヒノキ植林は忌避する（今木・小金沢 , 
1997）ことから，戦後の拡大造林によって広
葉樹林がなくなることで遊動域内の食物分布に
変化が生じ，近くの農耕に被害を及ぼすように
なった可能性もある．

千葉県では猟銃によるサルの有害捕獲数が他
県と比較しても多く，年間 1000 頭近くを捕獲
している．被害を与えているのが特定の個体
で，その個体を捕獲することや，加害群の全頭
捕獲は短期的には直接的被害減少につながる有
効な手段となり，また，銃の使用は直接群れに
インパクトをあたえ，加害場所からの「追い払
い」効果があると思われる．しかし，個体の無
計画な捕獲（特に群れの主要構成メンバーであ
るメス成獣について）は群れの分裂を導き，さ
らなる被害地点の拡大と被害量の増加を導いて
いるとの指摘（大井 , 2002；林 ,  2002；室山 , 
2003）もあり，捕獲自体が被害を拡大させて
いる可能性もある．このように個体数管理が効
果的に実施されていない現状にある．

ニホンジカによる農林作物被害は，1978 年
ごろから記録されている．被害金額のピークは
1990 年の約 8000 万円で，1991 ～ 1999 年
は 3000 ～ 4000 万円で推移し，それ以降減少
傾向にあり，2009 年には約 754 万円まで減
少した（図 8）．

ニホンジカによる被害は周辺の生息密度と
密接に関係があり（千葉県 , 2004），千葉県

（2008b）では，千葉県特定鳥獣保護管理計画
（ニホンジカ）の中で，農業優先地域の目標密
度を 0 ～ 3 頭 /㎢以下と設定しており，毎年，
捕獲目標を設定して，有害獣捕獲を実施してい
る．ところが，1990 年代後半以降，捕獲目標
数を達成するために必要な捕獲数が確保されて
おらず（浅田・落合 , 2007），効果的な個体数
管理ができていない状態にある．これは前述し
たように，捕獲従事者の減少と高齢化によるも
のが背景にある．さらには，県が実施主体となっ
て 1992 年から行ってきた銃による「調査及び
生息数調整のための捕獲事業」が 2006 年以降
中止されていることも捕獲数が確保できていな
い一因となっている．

さらに，ニホンジカが主な宿主となっている
ヤマビル（浅田ほか , 1995）やダニ類の個体
数増加と分布拡大が深刻化しており，特に夏期
における観光や農林作業の頻度に影響を与えて
いる．

イノシシによる被害は，野外に放獣された
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図８　ニホンジカによる農林業被害の推移（千葉県農村振興課調べ）

ニホンジカによる農林業被害の推移 （千葉県農村振興課しらべ）図８
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1980 年代後半以降，特に 2000 年代に入って
から著しく急増しており（図 9），現在，県内
で発生している鳥獣被害の多くはイノシシによ
るものとなっている（2009 年度総被害金額の
43％はイノシシ）．

県内のイノシシは耕作地に隣接した森林
部（林縁）や耕作放棄地を主な生息場所とし
ており（千葉県・房総のシカ調査会 , 2001; 
2002），林縁や耕作放棄地周辺の水田に主に被
害が発生している（図 10；三平 , 2009）．

このように耕作放棄地や森林の林縁部は，シ
カ，サル，イノシシに対して餌の供給源と隠れ
場所を提供し，害獣の生息を安定的にすること
で，被害発生要因となっていると考えられる．

またその一方で，逆に害獣による被害が激しく
なると，耕作を放棄する事例もある．2000 ～
2003 年に実施された獣害発生地域の農家に対
するアンケート調査（千葉県 , 2004）によると，
休耕している理由として，減反政策に次いで，
回答者の三分の一が「獣害があるから」と答え
ている．また，県内市町村単位で，耕作放棄率
とイノシシ被害金額の関係をみてみると（図
11），耕作放棄率が３０％を上回る地域では，
被害金額が低くなっている．これは，獣害にあ
う耕地から放棄がすすみ，被害としては計上さ
れなくなっていることを示す（植松清次・吉井
幸子　私信）．

以上のことから，耕作放棄によって助長され
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図９　イノシシによる農林業額の推移（千葉県農村振興課資料）.

イノシシによる農林業被害の推移 （千葉県農村振興課資料）図９

林縁部から圃場までの距離とイノシシによる

水稲被害の関係 （三平， 2009 より）

図１０ 生息が確認された市町村別耕作放棄地率

とイノシシによる農作物被害金額の関係

（植松 ・ 吉井 , 未発表）

図１１
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野生鳥獣の個体数変動は，その場の生態系を
大きく変化させる要因になりうる．生態系の変
化は，その機能の一部である調整サービスにも
影響し，サービスの低下を招く可能性がある．

柳ほか（2008）は，房総丘陵において，シ
カの採食が林床植生を減少させること，特にヒ
ノキ林や広葉樹林においてリター量の減少，シ
カの踏圧およびクラスト層形成による土壌硬度
の増加を引き起こすことを明らかにし，シカの
採食が土壌環境を大きく改変することで森林植
生にカタストロフィック・レジームシフトを引
き起こす可能性を示した．また，急斜面が多
い東京都の奥多摩地域では，シカの増加が原
因と考えられる土砂崩れが発生し，降雨後に
は多摩川の支流の濁りが報告されている（高
槻 , 2006；東京都環境局自然環境部計画課 , 
2008）．すなわち，特定の鳥獣の個体数変動は，
土壌保全など生態系の調整サービスを低下させ
ることにつながることがある．千葉県において，
鳥獣の個体数変動が調整サービスの減少に結び
ついた事例はまだ問題化していないものの，森
林の調整サービスでは，土壌保全機能だけでも
944 億円と試算されており（千葉県 , 2003），
特定の鳥獣が増加することによって，農林業被
害以外以上に多額の経済的損失を社会に与える
ことが予想される．

また，特定の鳥獣の個体数変動は，他の生物
の個体数変動を引き起こし，生態系の組成を変
化させることを通して，生態系サービスに影響
すると考えられる．ニホンジカの生息密度が 5
頭 /km2 以上の地域では，食害のため林床のア
オキが消失し，17 頭 /km2 以上の高密度地域
では低木層のスダジイ・ヤブニッケイ・アラカ
シ・ヒサカキ・ウラジロガシなどの常緑樹がほ
とんど生育していないことが報告されている

（千葉県 , 2004）．また，鴨川市東大千葉演習
林荒樫沢の天然生林の下層植生では，シカのい

なかった 1971 年には 86 種が出現したが，シ
カの生息地となった 1986 年には 62 種，生息
密度が高まった 1994 年には約 31 種となり，
林床の植物相が貧化していた（蒲谷 , 1995）．
特に，ハナミョウガやフユイチゴ，アオキ，テ
イカカズラなど，シカの高嗜好性植物種の減少
が著しかった．シカが植物と昆虫の生物間相互
作用に与える影響についても研究が行われてい
る．国武ほか（2008）は，アオキの種子生産
に影響する花粉媒介昆虫は，シカによるアオキ
の個体密度低下の影響を受けにくいが，アオキ
の種子に種特異的に寄生するアオキミタマバエ
の寄生率はシカのいる場所で大きく低下するこ
とを明らかにした．

このように，野生鳥獣の個体数変化（特に個
体数が過度に変動した場合）は，生態系の組成
や構造に大きく影響を及ぼし，生態系の機能で
ある調整サービスや生物多様性の保全機能に，
間接的に影響を及ぼしている．

（３）調整サービスへの影響

野生鳥獣の肉・毛皮の利用量が低下したこと
については，原因として，野生鳥獣の個体数減
少に伴う供給サービスの低下もあるが，それ以
上に，肉や毛皮に対する需要の低下や狩猟者の
減少といった社会的変化が大きな原因と考えら
れる．

一方，シカやサル，イノシシなど個体数や分
布を拡大させてきた種によって，農林作物とい
う供給サービスへ負の影響を及ぼす，すなわち
農林業被害が増加してきた．農林業被害は，特
に過疎高齢化地域（北澤，2010）で顕在化し
ている．

また，特定の鳥獣の個体数変化をきっかけに，
調整サービスが著しく低下する可能性が高まっ
ている．

（４）鳥獣にかかる生態系サービスの概括

た獣害によって，さらなる耕作放棄が生み出さ
れているという負の連鎖が発生していることが
わかる．

３）変化の要因

ここでは，鳥獣に関連する生態系サービスの
変化を引き起こす要因を抜き出し，直接的に影
響を及ぼす要因と，その要因を引き起こす間接
的な要因を含めた連関について図 12 に整理し
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た．
これを見ると，鳥獣に関わる生態系サービス

の変化は，主に生態系の変化と農林業被害に集
約される．生態系の変化は鳥獣の個体数変化に
起因している．一方，農林業被害は鳥獣の個体
数変化の影響を受けるだけではなく，直接要因
である農村や森林の環境変化が食害を惹起する
ことによっても被害が増大する．また農村や森
林環境の変化は，鳥獣の個体数を変化させる直
接要因でもある．こうした直接要因は，複数の
人間社会の変化という間接要因によって影響を
受けてきた．また，農林業被害の発生は，農家
が耕作を放棄する一因ともなっており，耕作放
棄地の増加・食害行動の惹起・農林業被害の増
加の間に負の連鎖が生じている．

の狩猟者数増加に伴う狩猟圧の増大によって，
多くの鳥獣が減少し，カワウソ，イノシシのよ
うに絶滅した種もいる．また，ニホンジカやニ
ホンザルについても房総丘陵の一部に生息地が
縮小され，個体群にボトルネックがかかった．
また近年では，個体数が増加したニホンジカや
ニホンザルなどを対象に，有害鳥獣捕獲が行わ
れるようになった．

捕獲圧の低下：レクリエーションとしての狩
猟人気の低下や，食料資源としての野生鳥獣の
重要性が低下したことなどにより，狩猟人口が
減少し，狩猟圧が低下した．これにより，シカ，
イノシシ，キョンの銃による有害獣捕獲は，効
果的な個体数管理の手段とならなくなってい
る．ここ数年，ワナによる捕獲個体数は増加し
ており，シカの有害獣捕獲の約７割弱はワナに
よるものに移行している．

人為的な導入：キョンは飼育施設からの逃亡
個体，アライグマなどは個人がペットとして飼
育していた個体が放逐されたことが原因．イ
ノシシは，狩猟目的で放獣されたイノシシあ
るいはイノブタに由来すると考えられている．

鳥獣にかかわる生態系サービスと要因等の関連図１２

（１）直接要因１: 狩猟・個体導入に関わる変化

直接要因のうち，狩猟・個体導入など人間が
直接的に野生鳥獣の個体数を変化させる要因と
しては，下記の項目が挙げられる．

捕獲圧の増大：明治以降からの毛皮等の資源
獲得を目的とした狩猟圧の増大，あるいは戦後
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2005 年に外来生物法が施行され，アライグマ
およびキョンは特定外来生物として指定され，
飼育や移動，放逐が禁止された．しかし，イノ
シシについては指定されていないため，捕獲し
た個体をそれまで野外で生息が確認されていな
かった地域への導入が現在も行われている．意
図的導入か非意図的導入かは不明だが，八千代
市や印西市（旧印旛村～本埜村），山武市から
東金市，千葉市，匝瑳市で生息が確認されるよ
うになっている（浅田 , 2011b）．

数を減らした．
生息地の増加：1950 年代後半から奨励され

た拡大造林にともなって，薪炭林や原野などが
針葉樹人工林へと転換された．それに伴い，伐
採地や若齢増林地など，開放環境を好む種に
とっては，好適な環境が一時的に増加したと思
われる．この直接要因は，1970 年頃までに見
られていた要因であり，現在は直接要因には
なっていない．また都市域では，タヌキが市街
地の残飯やペットフードを餌としたり，アライ
グマが繁殖場所として古い農家を利用すること
ができるなど，人間の生活環境に適応すること
で新たな生息地を広げた事例も見られる．農村・森林環境に関わる直接要因は，鳥獣の

個体数を変動させる要因になるだけでなく，個
体数の変動を伴わない場合でも，農林業被害を
高める要因になりうる．農村・森林環境の変化
について，以下の６項目にまとめた．

放棄耕作地の増加：耕作地が放棄されて薮に
なると，身を隠しながら行動できる場が増える
上，餌供給量が増加するために，好適な生息地
の増加と，繁殖率増加の原因となっていった．

農地での人の少なさ：農村人口の減少や高齢
化，機械化による作業時間の短縮などにより，
農林地で人の姿が少なくなり，野生鳥獣を追い
払う人間の圧力が低下した．

余剰作物等の増加：かつて食料として利用さ
れていたカキやクリなどが，現在，多くの場所
で収穫されずに放置され，野生鳥獣の餌となっ
ている．また，農地で余剰となり収穫されずに
残された作物なども，野生鳥獣を誘引する．

森林等の管理不足：雑木林などでは，管理不
足により林床層や低木層の植生が発達する．そ
うした森林では，これまでの見通しの良い林床
を避けていた警戒心の強い鳥獣の隠れ場所とな
るとともに，餌の供給源となる．

生息地の減少・分断化：都市開発による茅場
や森林の減少，あるいは管理放棄に伴う雑木林・
マツ林の常緑樹林化，拡大造林等による広葉樹
林面積の減少，マツノザイセンチュウによるマ
ツ林の減少，道路整備やダム開発などにより，
生息環境が縮小あるいは分断化されてきた．こ
れにより，カヤネズミやニホンリスなどが個体

（２）直接要因２: 農村・森林環境に係る変化

（３）間接要因

上述した直接要因は，それぞれ，より高次の
社会的要因（間接要因）によって引き起こされ
ている（中村ほか , 2010a）．これらの間接要
因は，千葉県に限られるものではなく，全国あ
るいは世界規模で生じる現象である．

高齢化：全人口に対する 65 歳以上の高齢者
が占める割合（高齢者率）は，出生率・死亡率
の減少を背景に全体として増加している．地域
別では都市域に比べて，若年人口が流出してい
る中山間地域や島嶼などの過疎地域で，高齢者
率が高い．また，出生率の低さは少子化にもつ
ながり，人口減少を引き起こすことが予想され
る．農林業従事者の高齢化は特に顕著であり（本
田 , 2010），それゆえ，農地や林地における管
理不足や放棄が進んでいる．

都市への人口集中：1970 年頃までは東京都
を中心に人口が増加したが，1970 年代以降，
都心の人口増加が頭打ちになったのに対し，周
辺地域ではスプロール的にニュータウン開発
などによる都市化が進み，都市が周辺の里山
里海を飲み込んで拡大していった（中村ほか , 
2010b）．一方，そのさらに周縁地域では，人
口が都心へ流出し，減少が続いている．そのた
め，都市への人口集中と周縁地域での過疎化が
同時に進んでいる．このような人口の変化は，
過疎化の進む地域で，農地や林地の管理放棄な
どを引き起こしている．
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貿易の拡大：1960 年に貿易為替自由化大綱
が策定されて以降，木材や農産物の自由化が連
続的に進められた．それにより，農林水産物の
海外依存と農林水産業の空洞化が進んだ．結
果，農林水産物の自由化率は 1959 年の 43%
から 1963 年の 92% へと急上昇した．経済的
価値を失った針葉樹人工林では管理が放棄され
たり，外国産野菜の輸入による地場産野菜の自
給率が低下するなどの問題が生じた．

化石燃料への移行：家庭で使用されるエネル
ギー量は，戦後一貫して増加してきた．戦後し
ばらくまでは薪炭への依存度が高かったもの
の，1950 年代以降，薪炭の利用が減少し，電気，
ガス，灯油などの使用量が増加した（北澤・先﨑 , 
2010）．このようなエネルギー源の置換は，薪
炭の原料採集の場であった雑木林や潅木林など
の経済的価値を喪失させることにつながり，雑
木林などの管理が放棄されるようになった．

一次産業の盛衰： 1950 年代から 2000 年代
にかけて一次産業の就業人口が減少していった
のに対し，二次産業は 1950 年代から 1970 年
代にかけて著しく増加した後に減少に転じ，三
次産業は 1950 年代から 2000 年代にかけて増
加が続いた（本田 , 2010）．このような産業構
造の変化は，三次産業が発達する都市域への人
口集中と一次産業への依存率の高い周縁地域で
の過疎化を招くと供に，森林や耕地の管理放棄
や低下を引き起こしている．

食生活の欧米化：衣食住の欧米化により，か
つて地域の自然と人々の知恵の中で育まれた生
活様式の多くが姿を消した．食糧では，国レベ
ルで見ると，1 人あたりの消費カロリーそのも
のは戦後から現在までほとんど変わらないもの
の，脂質摂取量が増加する一方，炭水化物摂取
量が減少するなど変化しており，コメや野菜な
どを中心とした食事から，肉やパン・麺類（小
麦）などを中心とした食事へと変化した（農林
水産省 , 2009）．その結果，コメ余りなどの問
題が生じ，国の減反政策が後押しした放棄耕作
地の増加などにつながっている．

生活様式の変化：戦後の経済成長は，産業構
造の変化や貿易の自由化を促すなど，日本経済

を大きく変化させただけでなく，生活様式も大
きく変化させた．例えば，ペットとして飼育す
る生物では海外からの輸入量が激増し，それら
が野外に逃亡あるいは遺棄されることなどに
よって，外来生物の侵入機会が増加している．

鳥獣に関わる生態系サービスの低下を改善す
るために行われてきた対策は，防護柵の設置，
捕獲，という二点が中心であった．これらは，
鳥獣の個体数が変化した後に実施される事後的
対応である．一方，近年になって，鳥獣の個体
数を変化させると同時に，鳥獣被害を惹起させ
る要因ともなっている農村・森林環境の整備や，
さらには間接要因に対する予防的対応もとられ
るようになってきた．

４）これまでの対応と課題

これまで農林水産省の「中山間地域等直接支
払交付金（集落協定に基づく防護柵の設置・維
持管理）」や「農地・水・環境保全向上対策」，
千葉県の「有害獣被害防止対策事業」などによっ
て，防護柵等の設置が進められている．すなわ
ち，鳥獣を農林地に近づけないことで農林業被
害を抑制する対策である．千葉県では，1996
年から 2006 年までの 10 年間で，シカを対象
とした柵は 237km から 481km へと倍増し，
サルを対象とした柵は 63km から 304km へ
と 5 倍近くまで急増した（千葉県 , 2008a; b）．
これらの取り組みに伴って，シカやサルによる
農林業被害額や被害面積は減少している．

しかし，柵の設置場所について，柵周囲の樹
木が高い場合，サルは樹木を伝わって田畑に侵
入する．さらに，川や谷，窪地において直線的
に柵を設置する場合，地際下部に空間ができて
しまい，侵入されることがある．このように設
置そのものが適切でない場合もあり，設置につ
いて専門的な知識が必要となっている．

さらに柵は設置すれば永久に加害獣の侵入を
防ぐことができるものではなく，維持管理が必
要である．柵を設置してあるにもかかわらず，
被害が発生している農地では情報不足のために

（１）防護柵の設置
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柵の維持管理が適切にできていないという人的
要因がみられる（田浦 , 2009）．電気柵は漏電
防止のための草刈りが不可欠であり，金網も風
や崖くずれ，落枝，そして獣類によって破れる
ために，維持管理が不可欠である．ところが，
柵の設置に関しては公的補助を使い実施するこ
とが可能であるが，維持管理については設置者
である各農家の人たちや集落全体の責任とされ
ており，適切な維持管理方法に対して十分な知
識をもって，かつ，責任をもって定期的に管理
する体制がとられていない集落が多い．

増加種群について，県の有害捕獲として，銃
やワナなどによる個体数調整が行われてきた．
個体数管理による対応は，個体数の増加を即時
的に抑制することのできる手段であり，それに
よってシカやイノシシ，キョンの急増をある程
度抑えてきた．しかし，これまでの個体数管理
対策では，量的に不十分である．これは，現行
の有害鳥獣捕獲事業が，自由意志に基づき免許
を取得して，銃を所持している狩猟者に依存し
ているためで，狩猟者の免許取得・銃所持が，
農作物被害の程度や個体数管理の必要性とは関
係なく趣味的に行われているためである．そこ
で，計画的な捕獲手段，すなわち “ 捕獲の担い
手の確保 ” が急務である．具体的には，集落が
自ら実施するワナによる捕獲体制を促進させる
ため，ワナ設置と，維持管理指導，捕獲個体の
回収・モニタリングといった系統的な個体数管
理が必要と考える．さらには，適切な個体数を
捕獲するために必要な銃による捕獲が継続的に
実施できるように，市町村や県職員によるガバ
メントハンター（公務員ハンター）制度の導入
も検討する必要がある．鳥獣被害防止特措法の
制定以降，富山県魚津市の「有害鳥獣捕獲隊補
助隊」や，高知県香美市の「鳥獣被害対策実施
隊」といった，ガバメントハンター制度のモデ
ルケースが始動しはじめた．根本的な解決のた
めには，鳥獣の個体数を適切なレベルに維持し，
過度の増加や減少を生じさせないため，十分な
個体数管理システムの確立と，予防原則にたっ

（２）個体数管理

た順応的管理（千葉県 , 2008c）の実践が必要
である．

また，個体数管理の課題として挙げられるの
は，減少した種群に関する取り組みである．こ
れまでの対策は増加種群をどう減らすかという
視点を中心に作られてきた．鳥獣の保護管理計
画を束ねる鳥獣保護法は，生物多様性の確保，
生活環境の保全，農林水産業の健全な発展の三
点を目的としているものの，減少種群の保全を
目的とした対策は後手に回っている．これは，
鳥獣保護法が「捕獲」を中心に据えた個体数管
理を主な手段として公使されているが，生息地
管理のための実効的な法的拘束力を持たないた
めである．ある種の減少や絶滅は生態系の劣化
につながるため，生態系サービスが低下する可
能性がある．シカの増加が生態系に及ぼす影響
のように減少種群の因果関係が明確になってい
る事例はほとんどないが，環境リスク管理の観
点から，減少・絶滅した種の回復は，生態系サー
ビスの低下を改善するうえで不可欠な対応であ
る．減少種の個体数を回復させるためには，個
体数を減少させた要因を取り除き，新たな法的
枠組を使った生息地管理を中心とした保全対策
をとることが重要である．

鳥獣に関わる生態系サービスの劣化に対し
て，これまで，耕作地や集落周辺に柵等を設置
すること，捕獲による個体数管理の二点を中心
に取り組みが行われてきたが，上述したように
課題も多い．根本的な解決のためには，鳥獣の
個体数を増減させる直接要因，さらには直接要
因を生み出す間接要因を解消させるため，農村
と森林の環境整備の取り組みが必要である．

近年になって，この直接要因への取り組みが
始まりつつある．「放棄耕作地の増加」に対し
ては，農林水産省や千葉県により，耕作放棄地
再生を目的とした様々な取り組みが行われ始め
た．「農地での人の少なさ」に対しては，農水
省によって中山間地域や農山漁村を活性化する
ための法制定や交付金が実施されているほか，
総務省による「地域おこし協力隊」や「集落支

（３）農村・森林環境整備
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援制度」などの取り組みが始められている．ま
た，都市と農山漁村の交流を図ることで農山漁
村を振興することを目的とした取り組みも見ら
れ，農林水産省・文部科学省・総務省の連携に
よる「子ども農山漁村交流プロジェクト」や，

「クラインガルテン（滞在型市民農園）」といっ
たグリーンツーリズム等の推進が行われてい
る．さらに，2010 年 12 月 10 日に公布され
た「地域における多様な主体の連携による生物
の多様性の保全のための活動の促進等に関する
法律」において，耕作放棄地の再利用について
地域の力，NPO 法人，都市住民などからの協
力により取組が推進されることになっている

（第 176 回国会環境委員会議事録第 8 号におけ
る農林水産大臣政務官の答弁）．千葉県では「耕
作放棄地活用応援団」のボランティアの募集な
どの事業が開始された．森林の管理不足に対し
ては，国庫補助事業として間伐等の促進が行わ
れ，千葉県では独自に里山条例を策定して「里
山活動協定」を通した市民の手による森林整備
を推進している．

狩猟圧の減少に対しては，鳥獣法の改正が行
われたほか，千葉県では狩猟免許試験回数の増
加，取得促進など，狩猟者を増やす試みが行わ
れてきた．また，人為的な外来種導入に対して
は，外来生物法が制定され，動物愛護管理法が
改正されたほか，千葉県では ｢千葉県動物愛護
管理推進計画」を策定し，対策が行われてきた．

しかし，これらの取り組みは要因を解消する
までには至っていない．多くはモデル事業とし
ての性格が強く，要因の大きさに対して取り組
み規模が小さすぎて効果が地域限定的であるこ
とや，取り組みを担当部局ごとに個別に行って
いるため効率的な対応になっていないまた，多
くの事業が参加者や集落組織のやる気などの意
識に依存しており，地域によって事業の効果に
濃淡があり，やる気すらでない地域の支援とは
なっていない．

そこで，県や市町村が主体的に，人的流動を
おこす社会システムを誘導するような施策が求
められている．例えば，山梨県早川町と東京都
品川区では，交流事業の一環として協定（「マ

ウントしながわ」里山利用協定）を結び，品川
区住民が利用計画作成を含めて主体的に早川町
の里山づくりを進めている．この事例では，区
民参加の促進のため，区による宿泊費等の助成
制度が設けられており，都市住民の資金を地方
の里山整備に活用する流れになっている．

また，生息地の減少・分断化に対しては，ほ
とんど対策は行われていない．県土の生物多様
性からみた土地評価が行われないまま，道路な
どの新設や宅地開発が継続している現状にあ
る．特に，希少性の高い種が生息していないよ
うな環境では，法的な規制がかけられず，開発
の対象になりやすい．そのような土地所有者か
らみると，経済的な資産とならない自然環境に
おいても固定資産税や相続税がかかるために，
土地開発による生態系サービスの減少への負の
インセンティブがかかっている状況にあり，残
存する森林・農地の継続・相続を支える制度が
必要となる．里山から奥山の森林で，1960 年
代前後に進行した拡大造林は，森林面積を減少
させることはなかったが，森林の質を大きく変
化させた．複層構造をなして多様な植物相を抱
える広葉樹林は，単層構造で植物相が貧弱な針
葉樹林へと置き換えられ，これにより森林性の
鳥獣の生息環境は劣化してきた．森林での資源
が少なくなると，鳥獣は農地や集落まで行動範
囲を広げざるを得ない状況となり，鳥獣被害が
誘発されてしまうため，単層構造の針葉樹林を
広葉樹林化あるいは針葉樹・広葉樹の混交林化
を進めることが，今後，必要とされる．

こうした取り組みは，鳥獣に関わる問題だけ
ではなく，他分野とも共通する取り組みである
ことが多い．例えば人工林の管理不足は，鳥獣
の生息地の悪化等によって周辺地域の農林業被
害を拡大させるだけでなく，木材価値の低下，
林内の生物多様性の減少，表土の流出や斜面崩
壊など，多分野にわたって影響を及ぼす．その
ため，関係機関が連携することによって，より
効率的な対策が実施できる．千葉県では，鳥獣
対策を進めるために関係団体が連携して千葉県
野生鳥獣対策本部が設置された．より効率的な
対策を目指して連携体制の強化を図るととも
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間接要因への取り組みは，直接要因の発生抑
制につながる．例えば，農林業者の過疎高齢化
対策を進め若者人口を増やすことは，管理可能
な農林地面積を増やし，農林地での人間活動を
活発にすることで，複数の直接要因の解消に寄
与しうる．間接要因は，人間社会の大きな動き
や変化によって生じるものであるため，それに
対する取り組みは，今後どのような地域を作る
のかという長期的戦略に依存することになる．
近年，自然の許容量を無視した経済活動とそれ
によって生じた地球環境問題への反省から，持
続可能な社会の構築が社会的な課題となってい
る．しかし持続可能な社会をどのように実現す
るかは，まだ模索している地域が多いであろう．
里山の生態系サービスを回復し，再生可能な資
源として活用する新しい産業とそれを支える生
活スタイルを生み出すことは，持続可能な社会
構築に向けて大きな貢献となる．地域レベルで
は，こうした持続可能な社会を支える新しい産
業が生み出されることで，過疎高齢化に悩む里
山の状況に歯止めをかけ，地域を再生させるた
めの足がかりとなる．

る取り組みが追いついていないことが，現在の
野生鳥獣にかかる問題を生み出しているといえ
る．農林業被害を受ける人間の立場だけを考え
れば，野生鳥獣は絶滅させてしまったほうが良
い，あるいは人の住まない奥山に閉じ込めてし
まえばよい，と考える人もいるであろう．しか
し，野生鳥獣は生態系の一員として生物多様性
を構成し，その絶滅や過剰な増減は，生態系サー
ビスの低下として人間社会にはね返ってくる可
能性が高い．野生鳥獣を人間の生活する地域か
ら完全に排除するのではなく，野生鳥獣との安
定した共存の道を選ぶことが，人間社会にとっ
て最も多くの利益を生態系から受けることにつ
ながることを社会全体が理解しなければならな
い．しかし，特に農作物は人類が長い間かけて
野生種から選択・品種改良を重ねて，栄養価が
高く，やわらかくて食べやすいものにしてきた
植物であり，野生鳥獣にとっても良質な食物で
ある．このため，野生鳥獣と人とが何の手段も
なく同じ空間で共存すると，農林業被害のよう
な利害の対立関係が必ず生じることになる．

では，野生鳥獣と人間の活動場所をどのよう
に分ければよいのであろうか．大きな空間ス
ケールで考えれば，現在，人口の約 70％が集
中する都市では，その土地のほとんどが人工構
造物や人工生態系で占められている．この状況
で，都市において鳥獣と人間が共存することは，
かなり難しい．共存可能な鳥獣は生息に必要な
面積が小さく，人工生態系を利用可能な一部の
種に限られる．野生鳥獣の生息地を都市域に再
生するにしても，膨大な資金と時間が必要にな
る．それゆえ鳥獣と人間とが共存する地域の中
心は，農林業の場となっている里山から奥山に
かけての範囲となる．

次に野生鳥獣が生息するために必要な面積に
ついて考える必要がある．野生鳥獣が局所個体
群の絶滅を起こさずに持続できる個体数とし
て，ニホンジカ，ニホンザルなどで 1000 頭前
後が採用されている（特定鳥獣保護管理計画技
術マニュアル）．千葉県環境生活部自然保護課

（2008）によると，ニホンジカに関して，目標
密度 3 ～ 7 頭 / km2 とする保全調整地域 139 

に，個々の要因に個別に対応するのではなく，
鳥獣保護管理，農業生産，林業生産，農村社会
復興，治水，生物多様性保全など多数の観点か
ら，今後の里山の利用と管理に関する明確な方
針を作成し，それに基づいた統合的な取り組み
を進めなければならない．

（４）間接要因への対応：農村社会の復興

野生鳥獣に関わる問題を解決するということ
は，突き詰めれば，野生鳥獣と人とがどのよう
なかかわりを持つべきかを考えることである．
戦後の社会情勢の影響を受けて大きく変化した
里山社会では，鳥獣が農林業被害や森林の調
整サービスを低下させる原因になるという “ 人
災 ” が発生している．この人災の発生スピード
に鳥獣と人との望ましいかかわりかたを模索す

３．鳥獣と人間とのかかわりからみた
　　里山のあるべき姿
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km2 と，目標密度 3 頭 / km2 とする農業優先
地域 589 km2 をあわせて，501 km2 の地域に
1185 頭生息させる管理目標を立てている．こ
れだけの野生鳥獣の個体群を持続させるために
は広大な面積が必要であり，そのためだけに人
間のいない土地を県内に確保することは，現実
的には不可能である．それゆえ目指すべき方向
は，里山から奥山にかけて，同じ地域の中で野
生鳥獣と人間とが活動場所を分けて共存するこ
とである．

里山が薪や炭の供給源として活用されていた
時代，人間の活動によって集落周辺の森林は，
農用林や薪炭林として盛んに利用されていた．
また水田と周囲の森林との間には刈り上げ場と
呼ばれるような草地が作られ，集落の周囲はシ
シ垣などの構造物で囲うなどの工夫も行われて
いた．すなわち，集落・農地と周辺の森林にお
いて，開放的な森林や草地が維持されること，
シシ垣のような構造物を設置することによって
鳥獣と人間との境が築かれていた．しかし，戦
後のエネルギー革命や農林業の衰退により，農
用・薪炭林や農地の管理放棄が進み，これまで
維持されてきた境界がほぼ消滅してしまった．
これから必要なことは，野生鳥獣と人間との生
活空間が重ならないための境界を，現状に合わ
せて再構築することである．

そのために現在必要な取り組みは何であろう
か．基本的にはこれまでの対応と課題で示した
３つの対応を並行して進めることが重要であ
る．すなわち，農村・森林環境整備によって農
地や集落に野生鳥獣が近づきにくい環境を整備
し，防護柵の設置によって被害を防ぐ障壁を築
くという空間的な境界を作り出し，これに加え
て個体数の変動が激しい野生鳥獣に関しては個
体数管理を行うことである．

これまでもこの３つの対応策は実施されてき
たが，対応は不十分であり，特に農村・森林環
境整備の取り組みはまだ始まったばかりであ
る．農村・森林環境整備の取り組みとしては，
管理放棄された耕作地や森林への対策や農地で
の人の少なさへの対策などが挙げられる．管理
放棄された農林地への対策は農林業の課題その

ものであり，農地での人の少なさへの対策は農
村の疲弊問題への対策そのものである．すなわ
ち，農村・森林環境整備は，農林業被害対策と
して農林地を空間的に整備することだけにとど
まらず，里山における産業や社会を再興するこ
とに他ならない．持続可能な社会へ向けた資源
自立が社会的な課題となる中，里山における産
業はやはり自然を活用した農林業が中心となる
だろう．近年，農林業の大規模化・集約化によ
る農林業の振興が図られている．しかし，農林
業被害が生じる中山間地域などでは，自然的条
件もあって大規模化・集約化は平地より困難で
あり，それゆえ地域間で価格競争が生じるよう
な場合は不利になる．それゆえ，こうした条件
不利地では，他地域との競合を前提とした大規
模化・集約化による少品目大量生産型の農林業
ではなく，多様性・資源循環を活用した多品目
少量生産型の農林業を目指すべきではないか．
地域に根ざした農林作物や農法などを行い，独
自性を追求することで，他地域と生産競争する
ことのない農林業が推進され，より多くの地域
において里山社会が再興することにつながる．
また，生物多様性保全の観点からも地域の特色
を活かした農林業の振興が望ましい．それは，
農林業の大規模化・集約化によってどの地域で
も同じような管理がなされるようになり，景観・
生態系レベルの多様性が低下して地域全体の生
物多様性が低下することが予想されるためであ
る．

このように，里山における野生鳥獣と人間の
共存のためには，多面的な取り組みを並行して
行うことが必要であり，防護柵の設置という個
人レベルの対応から，個体数管理や農村・森林
環境整備のような地域レベルの対応まで，幅が
広い．そのため，多様な主体の参加が必要にな
る．農林家は，柵設置のような被害防止や，農
林業の活性化に携わるだけでなく，集落に在住
する特徴を活かして罠の維持管理のような日常
的な個体数管理への積極的関与が望まれる．一
方，行政は，被害防止を支援するとともに，適
切な個体数管理を実施するための体制整備，さ
らには農業・林業施策と野生鳥獣管理を統合し
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た農村振興対策の推進などを中心となって進め
ることが望まれる．このためには，千葉県鳥獣
対策本部が牽引して各農業・林業改良普及指導
員が地域支援するシステムを早急に組織するべ
きである．

より大きなスケールで，他地域・海外と里山
との関係を考えると，里山社会を疲弊させてき
た要因は，大別すれば「人工化」および「都市
化・グローバル化」の２つの社会の潮流にまと
められる．「人工化」は農林業の中身を変化させ，
生産効率を向上させたものの，生物多様性の劣
化や生態系サービスの低下といった問題を生じ
させる．「都市化・グローバル化」は，地域内
の農林作物などの資源に依存した「自立循環型」
から，海外などの地域外資源に依存した「外部
依存型」へと社会を変化させ，地域の農林業を
支える農村社会の疲弊を生み出してきた．里山
社会を再興させるためには，この「人工化」お
よび「都市化・グローバル化」というこれまで
の社会の潮流を見直し，里山社会を疲弊させる
根源を断ち切らなければならない．そのために，
効率重視の「人工化」から「資源循環・再生可
能資源型」へと技術を革新させ，「都市化・グロー
バル化」から「自立した地域」へと社会の物質
循環系のスケールを変えていく努力が必要であ
る．

様性センター研究報告 1: 1-8.
浅田正彦 ．2009b．千葉県におけるキョンの
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